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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 23,315 △ 8.5 △ 444 - △ 1,101 -
13年 9月中間期 25,485 8.5 △ 105 - △ 1,083 -
14年 3月期 55,205 54 △ 1,370

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 △ 206 - △ 1.68 -
13年 9月中間期 △ 1,609 - △ 13.04 -
14年 3月期 △ 2,844 △ 23.06 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期   123,348,177 株　　　13年 9月中間期   123,366,785 株　　　14年 3月期   123,364,903 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 66,916 23,323 34.9 189.14
13年 9月中間期 72,419 24,939 34.4 202.16
14年 3月期 74,387 23,129 31.1 187.49
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期   123,313,681 株　　　13年 9月中間期   123,366,641 株　　　14年 3月期   123,360,077 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 2,492 1,051 △ 5,180 4,717
13年 9月中間期 103 23 △ 69 4,411
14年 3月期 △ 1,778 728 3,031 6,334

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  10　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）3　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 56,736 159 705

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 72 銭 

（注）上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と
　　　異なる可能性があります。
　　　なお、上記連結業績予想に関する事項は添付資料6ペ－ジをご参照下さい。
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１．企業集団の状況

当社グル－プは、当社および子会社１０社ならびに関連会社１社で構成され、ＪＲ、私鉄、輸出向各種

の鉄道車両とトレ－ラ－、タンクロ－リ－等の特装自動車ならびに立体駐車装置他の製造、販売を行って

おります。

当社グル－プは、当社事業を中心に各子会社ならびに関連会社がこれを補完し拡充することを目的とし

て事業活動を展開しております。当社グル－プの事業に係る位置づけと事業の種類別セグメントとの関連

は、次のとおりであります。

鉄道車両関連事業

当社が製造、販売しておりますが、部品の一部については連結子会社㈱東急車輛技研から仕入れ

ております。また、一部の作業工程については連結子会社㈱東急車輛技研、大阪エコン建鉄㈱、京

浜鋼板工業㈱に委託しております。更に設計の一部を連結子会社東急車輛設計㈱に委託しており、

生産設備の一部製作および保守を連結子会社㈱東急車輛技研および湘南保全㈱に委託しております。

なお、その他の関係会社（関連当事者）である東京急行電鉄㈱は、当社が製造する鉄道車両用部品

等の受注先であります。

特装自動車関連事業

当社が製造、販売するほか、連結子会社東急車輛サ－ビス㈱、東急バン㈱、大阪エコン建鉄㈱、

鳳産業㈱が製造しており、一部は当社で仕入れて販売しております。また、部品の一部については

連結子会社東急車輛サ－ビス㈱が当社より仕入れて販売しております。更に作業工程の一部につい

ては連結子会社東急車輛サ－ビス㈱、大阪エコン建鉄㈱、鳳産業㈱、京浜鋼板工業㈱および関連会

社日北自動車工業㈱に委託しております。

立体駐車装置他関連事業

当社が製造した製品を連結子会社東急パ－キングシステムズ㈱が販売しており、製造した製品に

係る保守・サ－ビスを当社と連結子会社東急パ－キングシステムズ㈱で行っております。また、作

業工程の一部を連結子会社京浜鋼板工業㈱に委託するとともに部品等の一部を連結子会社大阪エコ

ン建鉄㈱、鳳産業㈱より仕入れております。

これらを系統図で示すと次ペ－ジのとおりであります。
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その他の関係会社

得 意 先 （関連当事者）

東京急行電鉄㈱

製品 製品

部品 部品

修理 修理

連結子会社 当 社

東急ﾊﾟ-ｷﾝｸﾞ

ｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 鉄道車両関連 特装自動車関連 立体駐車装置他関連

東急車輛

ｻ-ﾋﾞｽ㈱ 部品 製品 部品 部品

関連会社 外注加工 外注加工 外注加工

日北自動車 設計 設計

工業㈱

連結子会社 連結子会社 連結子会社

㈱東急車輛技研 東急車輛ｻ-ﾋﾞｽ㈱ 大阪ｴｺﾝ建鉄㈱

湘南保全㈱ 東急バン㈱ 鳳産業㈱

東急車輛設計㈱ 大阪ｴｺﾝ建鉄㈱ 京浜鋼板工業㈱

大阪ｴｺﾝ建鉄㈱ 鳳産業㈱

京浜鋼板工業㈱ 京浜鋼板工業㈱

関連会社 不動産その他

日北自動車工業㈱

連結子会社

テイエス興業㈱

（注）１．東急車輛環境システムズ㈱は、平成14年5月16日に清算結了となりました。

２．関連会社であった京浜鋼板工業㈱は、平成14年6月3日をもって子会社となりました。

３．東急パ－キングメンテナンス㈱は、平成14年7月1日をもって東急パ－キングシステムズ㈱と

合併いたしました。

４．東急メカトロシステムズ㈱は、平成14年7月31日に清算結了となりました。
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２．経 営 方 針

（１）経営の基本方針

当社は「美しい時代へ－豊かさを造り、未来を創る」を企業メッセ－ジとして掲げ、「個性あるエン

ジニアリング企業」を目指すとともに「美しい生活環境の創造」を目指して、独自のソフトウェアと製

品を提供し、「調和ある社会」の確立に貢献してゆくことを存在理念としております。

また、当社は単に東急グル－プの一員というだけでなく、自立した企業として創造的な経営を行い、

快適で豊かな環境づくりに役立つ製品・ソフトを提供することにより社会に貢献することを基本方針と

しております。

その実現のため、マ－ケティングによりお客様のニ－ズを触発し、期待を創造しながら、独自の技術

でそれに精一杯応えることを、社員一人ひとりが強い意志を持って実行していくことを経営の基本とし

ております。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

経営理念に「創造的な経営を行い、常に適正な利益を生み出します。」を掲げ、株主の皆様に安定し

た配当を行うことを基本方針としつつ、収益状況を勘案して配当額を決定しており、また、内部留保資

金につきましては、経営体質の強化および設備投資等将来の事業展開のため、その充実に努めることと

しております。

（３）会社の経営戦略と対処すべき課題

当社では、事業全般として営業力の強化や調達コストの削減、製品品質の向上を図り、適正な利益の

出せる体制を構築してまいります。事業別には、鉄道車両事業では、次世代標準型車両の提案、販売活

動推進と共に、生産設備の改善による原価低減を行ってまいります。特装自動車事業では、販売力の強

化、生産集約による原価低減を最大化させることに注力いたします。立体駐車装置事業では、トップシ

ェア－を維持すると共に、販売とメンテナンスを一体化した事業展開と、リニュ－アル事業をはじめと

したサ－ビス事業の拡大を図ってまいります。さらに、管理部門の機能強化を行い、意思決定のスピ－

ド化と社内改革を推進いたします。
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（４）関連当事者との関係に関する基本方針

当社は東京急行電鉄㈱を中核とする東急グル－プの一員であり、「美しい時代へ」を標榜するグル－

プ理念に沿った経営を行っております。平成１４年９月３０日現在では、東京急行電鉄㈱は間接所有分

を含め当社発行済株式総数の１８．７％を所有しており、当社は東京急行電鉄㈱の関連会社となってお

りましたが、平成１４年６月２７日開催の定時株主総会の決議により、平成１４年１０月１日をもって

東京急行電鉄㈱との間で株式交換を行い、同社の完全子会社となりました。今後は、当社がこれまでメ

－カ－として培ってきた技術をはじめとする経営資源を東急グル－プの中で有効に活用し、グル－プ企

業価値の向上を図っていく所存であります。従来より、東京急行電鉄㈱は、当社が製造する鉄道車両用

部品等の重要な受注先であるとともに、土地、建物等の賃貸借など、継続的な取引関係にあります。

また、東京急行電鉄㈱の子会社である東急テクニカルサ－ビス㈱については、当社が製造する鉄道車

両等の重要な受注先であり、当社の収益の大きな柱となっております。
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３．経営成績及び財政状態

（１）経営成績

当上半期におけるわが国経済は、米国、アジア向けを中心とした輸出の増大を受けて、景気は緩やか

ながら回復基調にありました。しかしながら、企業の設備投資意欲は依然弱く、厳しい雇用情勢のもと、

個人消費の低迷が続くなど、厳しい状況のまま推移いたしました。

当社を取り巻く事業環境は、鉄道車両事業につきましては、景気低迷と利用者数減少の影響を受け鉄

道各社の設備投資抑制が続いており、特に公営・私鉄向けの需要が落ち込むなど、国内生産量数は低迷

を続けております。特装自動車事業につきましては、その関連する貨物自動車業界において、企業の物

流合理化から輸送数量の減少、運賃の低下が続いており、普通トラックの登録台数も、排気ガス規制法

改正に伴う買い替え需要への期待はあるものの、前年度を下回る水準で推移しております。立体駐車装

置事業につきましては、その関連する建設業界において、公共投資や住宅投資の不振が続いており、製

品需要の低迷や競争激化による価格下落が続くなど、事業全般にわたり、厳しい状況で終始いたしまし

た。

このような情勢下にあって当社では、各事業共に適正な利益を出せる事業体制の確立を図ってまいり

ました。鉄道車両事業においては、ＪＲ東日本と共同開発した次世代標準型車両の鉄道各社への提案、

販売活動を推進する一方で、調達力の強化による利益率の向上や、サ－ビス・エンジニアリング、コン

テナおよび線路など車両関連事業の強化を行いました。特装自動車事業においては、営業部門組織の統

廃合による販売力強化と、群馬製作所への生産集約による生産の効率化を徹底いたしました。立体駐車

装置事業においては、子会社の合併による管理部門の統合と、生産、物流部門の合理化を行いました。

さらに、資材調達特別チ－ムによるコスト削減の強化を、全社的に展開してまいりました。

当上半期の当社グル－プの連結業績は、総売上高は２３３億１千５百万円と前年同期に比べ２１億７

千万円（８．５％）の減収となり、損益につきましても、営業損益、経常損益とも前年同期を下回る結

果となりました。営業損失は４億４千４百万円の損失で、前年同期（１億５百万円の損失）に比べ３億

３千９百万円増加し、経常損失は１１億１百万円で、前年同期（１０億８千３百万円の損失）に比べ１

千７百万円増加いたしました。しかし、固定資産の売却と前年同期に計上した投資有価証券評価損の発

生が当上期はなかったため、中間純損失は２億６百万円と前年同期（１６億９百万円の損失）と比べ１

４億２百万円減少いたしました。
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①鉄道車両関連事業

ＪＲ向けが特急車両を中心に増加し、また、前年同期はなかった私鉄向け車両の出荷がありましたが、

輸出車両の出荷がなかったため、セグメント全体の売上高は、１０８億６千万円と前年同期に比べて１

億９千６百万円（１．８％）の増収にとどまり、営業損益は７億８千９百万円の利益となりましたが、

前年同期（１０億１千６百万円の利益）に比べ２億２千７百万円の減益となりました。

②特装自動車関連事業

タンクロ－リ－、環境車、バン等の売上が減少したため、セグメント全体の売上高は、７７億２千８

百万円と前年同期に比べて１２億９千７百万円（１４．４％）の減収となり、営業損益も２億９千１百

万円の損失で、前年同期（８千５百万円の損失）に比べ２億６百万円の減益となりました。

③立体駐車装置他関連事業

部品販売やリニュ－アル事業など積極的な展開を図りましたが、市場での価格下落の影響等をうけ、

セグメント全体の売上高は、４７億２千６百万円と前年同期に比べて１０億６千９百万円（１８.４％）

の減収となりましたが、営業損益は１億１千６百万円の利益となり、前年同期（７千３百万円の利益）

に比べ４千３百万円の増益となりました。

当下半期につきましては、米国経済の減速等による輸出の先細りや、設備投資、個人消費も低迷が懸

念されるなど、景気の先行きは不透明感が強まると予想されます。

このような状況下で、通期の連結業績は、鉄道車両関連事業で増収が見込まれる一方、特装自動車関

連事業および立体駐車装置他関連事業では減収となる見込みであり、売上高で５６７億３千６百万円、

経常利益で１億５千９百万円、当期純利益で７億５百万円を予想しております。

（２）財政状態

①資産・負債・資本の増減について

資産の部では、前期末に比べ７４億７千１百万円減少いたしました。流動資産では、下半期に売上計

上となる鉄道車両を中心としてたな卸資産が１５億８千８百万円、東急グル－プのキャッシュ・マネジ

メントシステム参加により流動資産のその他に含まれている短期貸付金が２４億９千万円増加しました

が、売上債権が６９億９千万円、現金及び預金が４１億４百万円減少したため、差引６７億４千７百万

円の減少となりました。また、固定資産は、有形固定資産の投資抑制による減価償却相当分の減少を中
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心に７億２千３百万円の減少となりました。

負債の部では、仕入債務が２６億７百万円、借入金が５１億７千７百万円減少したため、合計では前

期末に比べ７７億４千６百万円減少いたしました。

資本の部では、当上半期の損失２億６百万円の計上がありましたが、有価証券の評価差額金が４億４

百万円増加したため、合計では前期末に比べ１億９千３百万円増加いたしました。

②キャッシュ・フロ－の状況について

当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フロ－については、売上債権の回収による収

入があった一方で、たな卸資産の増加および仕入債務の減少による支出があったこと等により２４億９

千２百万円の増加となりました（前中間会計期間は１億３百万円の増加）。

投資活動によるキャッシュ・フロ－については、土地等の有形固定資産および株式等の投資有価証券

の売却により１０億５千１百万円の増加となりました（前中間会計期間は２千３百万円の増加）。

また、財務活動によるキャッシュ・フロ－については、借入金の返済により５１億８千万円の減少と

なりました（前中間会計期間は６千９百万円の減少）。

上記の結果、現金及び現金同等物は前期末に比べ１６億１千６百万円減少し４７億１千７百万円とな

りました。



    （単位　百万円）
　　　　　  　 期　 別

 科　目 (D)=(A)-(C)
（資  産  の  部） ％ ％ ％

流　動　資　産 32,889 49.1 34,807 48.1 39,637 53.3 △ 6,747
現 金 及 び 預 金 2,263 4,437 6,367 △ 4,104
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 15,321 17,779 22,312 △ 6,990
有 価 証 券 9 49 21 △ 12
た な 卸 資 産 11,956 12,029 10,367 1,588
そ の 他 3,513 601 741 2,772
貸 倒 引 当 金 △ 174 △ 90 △ 172 △ 1

固　定　資　産 34,026 50.9 37,612 51.9 34,750 46.7 △ 723
有 形 固 定 資 産 21,854 32.7 23,389 32.3 22,519 30.3 △ 664
建 物 7,843 8,359 8,047 △ 204
機 械 及 び 装 置 3,032 3,642 3,315 △ 282
土 地 7,847 7,922 7,898 △ 50
そ の 他 3,131 3,465 3,258 △ 127

無 形 固 定 資 産 147 0.2 70 0.1 129 0.2 17

投 資 そ の 他 の 資 産 12,024 18.0 14,152 19.5 12,101 16.2 △ 76
投 資 有 価 証 券 10,957 12,993 10,945 12
そ の 他 1,293 1,516 1,368 △ 75
貸 倒 引 当 金 △ 226 △ 357 △ 212 △ 14
　 資   産   合   計 66,916 100.0 72,419 100.0 74,387 100.0 △ 7,471

(14.3.31現在)

４－（１）比較連結貸借対照表

前連結会計年度
比較増減

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

(14.9.30現在) (13.9.30現在)
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( A ) ( B ) ( C )



     （単位　百万円）
　　　       　期　 別   比 較 増 減

 科　目  (D)=(A)-(C)
（負  債  の  部） ％ ％ ％

流　動　負　債 34,895 52.1 41,691 57.6 45,228 60.8 △ 10,333
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 11,147 12,793 13,755 △ 2,607
短 期 借 入 金 21,754 26,436 28,877 △ 7,122
賞 与 引 当 金 597 571 584 13
そ の 他 1,395 1,890 2,012 △ 616

固　定　負　債 8,611 12.9 5,788 8.0 6,024 8.1 2,587
長 期 借 入 金 4,945 2,340 3,000 1,945
退 職 給 付 引 当 金 2,478 2,229 2,235 242
そ の 他 1,187 1,218 788 398

　　負 　債　 合 　計 43,506 65.0 47,480 65.6 51,252 68.9 △ 7,746

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 86 0.1 -       -     5 0.0 80

（資  本  の  部）

資 本 金 -       -     14,047 19.4 14,047 18.9 △ 14,047

資 本 準 備 金 -       -     18,029 24.9 18,029 24.2 △ 18,029

欠 損 金 -       -     8,798 △ 12.2 10,033 △ 13.5 △ 10,033

その他有価証券評価差 額金 -       -     1,661 2.3 1,086 1.5 △ 1,086

自 己 株 式 -       -     △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 0

  資    本    合    計 -       -     24,939 34.4 23,129 31.1 △ 23,129

資 本 金 14,047 21.0 -       -     -       -     14,047

資 本 剰 余 金 18,029 26.9 -       -     -       -     18,029

利 益 剰 余 金 △ 10,241 △ 15.2 -       -     -       -     △ 10,241

その他有価証券評価差 額金 1,491 2.2 -       -     -       -     1,491

自 己 株 式 △ 3 △ 0.0 -       -     -       -     △ 3

  資    本    合    計 23,323 34.9 -       -     -       -     23,323
負債 少数株主持分 資本合計 66,916 100.0 72,419 100.0 74,387 100.0 △ 7,471

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額 27,898百万円 26,827百万円 26,901百万円
　　　２．関連会社の株式     20百万円     30百万円     30百万円
　　　３．保証債務     - 百万円     12百万円      7百万円
　　　４．担保に供している資産
　　　　　　有形固定資産  1,826百万円  1,949百万円  1,896百万円
　　　　　　投資有価証券  2,982百万円     - 百万円    427百万円
      ５．受取手形割引高     46百万円    108百万円    125百万円
　　　　　受取手形裏書譲渡高     64百万円    233百万円    233百万円
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( A ) ( B ) ( C )

比較増減
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(14.9.30現在) (13.9.30現在) (14.3.31現在)



         　 （単位　百万円）
　       　　期　　別

(A)-(B)
科　　目 金　 額 百分比 金　 額 百分比 金 　額 金 　額 百分比
営 営  業  収  益 ％ ％ ％

経 業 売 上 高 23,315 100.0 25,485 100.0 △ 2,170 55,205 100.0
損 営  業  費  用

常 益 売 上 原 価 20,622 88.4 21,943 86.1 △ 1,321 48,125 87.2
の 販売費および一般管理費 3,137 13.5 3,647 14.3 △ 509 7,025 12.7
部 営     業     利     益 -       -    -       -    -       54 0.1

損 営     業     損     失 444 △ 1.9 105 △ 0.4 339 -       -    
営 営 業 外 収 益

益 業 受取利息および配当金 82 81 0 121
外 そ の 他 の 営 業 外 収 益 234 156 78 412

の 損 計 317 1.4 238 0.9 78 533 1.0
益 営 業 外 費 用

部 の 支 払 利 息 278 226 51 485
部 そ の 他 の 営 業 外 費 用 695 989 △ 293 1,473

計 973 4.2 1,216 4.8 △ 242 1,958 3.6
経　　　常　　　損　　　失 1,101 △ 4.7 1,083 △ 4.3 17 1,370 △ 2.5

特 前 期 損 益 修 正 益 46 515 △ 468 422
別 固 定 資 産 売 却 益 830 18 812 467

特 利 投 資 有 価 証 券 売 却 益 26 -       26 -       
別 益 そ の 他 の 特 別 利 益 -       -       -       32
損 計 904 3.9 534 2.1 369 922 1.7
益 特 固 定 資 産 除 却 損 -       -       -       179
の 別 投 資 有 価 証 券 評 価 損 -       976 △ 976 2,051
部 損 投 資 有 価 証 券 売 却 損 1 -       1 -       

失 そ の 他 の 特 別 損 失 0 24 △ 23 36
計 1 0.0 1,000 3.9 △ 998 2,267 4.1

税金等調整前中間（当期）純損失 198 △ 0.8 1,549 △ 6.1 △ 1,350 2,715 △ 4.9
法人税、住民税 および事業税 38 0.2 66 0.2 △ 28 58 0.1
過  年  度  法  人  税  等 -       -    -       -    -       77 0.1
法  人  税  等  調  整  額 0 0.0 △ 7 △ 0.0 7 △ 18 △ 0.0
少   数   株   主   利  益 -       -    -       -    -       11 △ 0.0
少   数   株   主   損　失 30 0.1 -       -    30 -       -    
中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 206 △ 0.9 1,609 △ 6.3 △ 1,402 2,844 △ 5.2

４－（２）比較連結損益計算書

当中間連結会計期間

(14.4.1～14.9.30)
比較増減
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( A )

前中間連結会計期間

(13.4.1～13.9.30)

( B )

前連結会計年度

(13.4.1～14.3.31)



    （単位　百万円）
              　　期　別

科  目

Ⅰ 欠 損 金 期 首 残 高 -       7,189 7,189

Ⅱ 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 -       1,609 2,844

Ⅲ 欠損金中間期末（期末）残高 -       8,798 10,033

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 準 備 金 期 首 残 高 18,029 18,029 -       -       -       -       

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高

資本準備金中間期末残高 18,029 -       -       

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 △ 10,033 △ 10,033 -       -       -       -       

Ⅱ 利 益 剰 余 金 減 少 高

1 連結子会社減少に伴う減少高 0 -       -       

2 中 間 純 損 失 206 207 -       -       -       -       

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高 △ 10,241 -       -       

当中間連結会計期間
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４－（３）連結剰余金計算書

(13.4.1～14.3.31)(13.4.1～13.9.30)(14.4.1～14.9.30)
金    　 額 金　     額 金     　額

前中間連結会計期間 前連結会計年度



（単位　百万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

（14.4.1～14.9.30） （13.4.1～13.9.30） （13.4.1～14.3.31）

区　　分 金　　　　　　額 金　　　　　　額 金　　　　　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税金等調整前中間（当期）純利益・損失（△） △ 198 △ 1,549 △ 2,715
2. 減価償却費 724 775 1,516
3. 連結調整勘定償却額 △ 6 - -
4. 貸倒引当金の増加・減少（△）額 14 △ 43 △ 106
5. 賞与引当金の増加・減少（△）額 11 △ 41 △ 29
6. 退職給付引当金の増加・減少（△）額 234 119 124
7. 受取利息及び受取配当金 △ 82 △ 82 △ 121
8. 支払利息 278 229 485
9. 有価証券売却益 △ 176 △ 13 △ 148

10. 有形固定資産売却益 △ 830 △ 18 △ 467
11. 有形固定資産除却損 66 11 209
12. 投資有価証券売却損 1 - -
13. 投資有価証券評価損 - 976 2,051
14. 売上債権の減少・増加（△）額 7,234 2,090 △ 2,442
15. たな卸資産の減少・増加（△）額 △ 1,525 △ 1,496 165
16. 仕入債務の増加・減少（△）額 △ 2,673 △ 572 389
17. 未払消費税等の増加・減少（△）額 △ 334 △ 163 73
18. その他 △ 2 230 △ 147

　　　小　　　　計 2,733 450 △ 1,161

19. 利息及び配当金の受取額 84 84 122
20. 利息の支払額 △ 218 △ 231 △ 532
21. 法人税等の支払額 △ 107 △ 199 △ 207

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,492 103 △ 1,778

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 有価証券の売却による収入 21 - -
2. 有形・無形固定資産の取得による支出 △ 328 △ 185 △ 297
3. 有形・無形固定資産の売却による収入 849 183 879
4. 投資有価証券の取得による支出 - △ 1 △ 110
5. 投資有価証券の売却による収入 505 28 268
6. その他 3 △ 1 △ 12

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,051 23 728

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短期借入金の増加・減少（△）額 △ 4,172 △ 69 3,031
2. 長期借入金の返済による支出 △ 2,987 - -
3. 長期借入れによる収入 1,982 - -
4. その他 △ 3 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,180 △ 69 3,031

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 1,637 57 1,980

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,334 4,353 4,353

Ⅵ 連結範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の期首残高の増加額 20 - -

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 4,717 4,411 6,334

４－（４）　連結キャッシュ・フロ－計算書
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４－（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
子会社のうち連結の範囲に含めたのは次の１０社であります。

大阪エコン建鉄㈱、㈱東急車輛技研、東急パ－キングシステムズ㈱、東急車輛サ－ビス㈱
東急バン㈱、テイエス興業㈱、鳳産業㈱、湘南保全㈱、東急車輛設計㈱、京浜鋼板工業㈱

前連結会計年度において連結の範囲に含めていた東急車輛環境システムズ㈱および東急メカトロシステ
ムズ㈱は、平成１４年５月１６日および平成１４年７月３１日にそれぞれ清算結了となり、東急パ－キン
グメンテナンス㈱は平成１４年７月１日をもって東急パ－キングシステムズ㈱と合併したため、いずれも
連結の範囲から除外しております。また、前連結会計年度において持分法非適用関連会社であった京浜鋼
板工業㈱は、株式を追加取得し、かつ重要性が増加したため、当中間連結会計期間から連結子会社に含め
ることといたしました。

また、非連結子会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項
関連会社１社（日北自動車工業㈱）は、中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外いたしました。

３．連結子会社の中間決算日（決算日）等に関する事項
連結子会社のうち、京浜鋼板工業㈱の中間決算日は７月３１日であります。
中間連結財務諸表の作成にあたって、当該社については、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く中間財務諸表を使用しております。

４．会計処理基準に関する事項
(１)重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券
関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

②たな卸資産
製品、半製品および仕掛品 主として総平均法による低価法
原材料および貯蔵品 移動平均法による低価法

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

当社は定額法、連結子会社は定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ３～６０年
機械装置及び車両運搬具 ２～１７年

ただし、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産につきましては、３年間で均等償却する方法を
採用しております。

②無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(３)重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

②賞与引当金 当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。
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③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる
額を計上しております。
会計基準変更時差異（10,946百万円）については、１５年による按分額を費用処理
しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（１４，１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(４)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

(５)重要なリ－ス取引の処理方法
当社及び連結子会社は、リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･

リ－ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(６)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロ－計算書（連結キャッシュ・フロ－計算書）における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロ－計算書（連結キャッシュ・フロ－計算書）における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

追加情報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）
当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部

及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。



（１）事業の種類別セグメント情報
当中間連結会計期間（自 平成14年4月1日　至 平成14年9月30日） 　　（単位　百万円）

       事業区分 鉄 道 車 両 特装自動車 立体駐車 消 去
装置他 計 連 結

 項     目 関 連 事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 又 は 全 社

(1)外部顧客に対する売上高 10,860 7,728 4,726 23,315 － 23,315
(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 － － － － － －
計 10,860 7,728 4,726 23,315 (     －) 23,315

10,071 8,020 4,609 22,701 1,059 23,760
789 △ 291 116 614 (1,059) △ 444

前中間連結会計期間（自 平成13年4月1日　至 平成13年9月30日） 　　（単位　百万円）
       事業区分 鉄 道 車 両 特装自動車 立体駐車 消 去

装置他 計 連 結

 項     目 関 連 事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 又 は 全 社

(1)外部顧客に対する売上高 10,664 9,026 5,795 25,485 － 25,485
(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 － － － － － －
計 10,664 9,026 5,795 25,485 (     －) 25,485

9,647 9,111 5,721 24,481 1,110 25,591
1,016 △ 85 73 1,004 (1,110) △ 105

前連結会計年度（自 平成13年4月1日　至 平成14年3月31日） 　　（単位　百万円）
       事業区分 鉄 道 車 両 特装自動車 立体駐車 消 去

装置他 計 連 結

 項     目 関 連 事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 又 は 全 社

(1)外部顧客に対する売上高 24,153 18,844 12,207 55,205 － 55,205
(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 － － － － － －
計 24,153 18,844 12,207 55,205 (     －) 55,205

22,132 19,079 11,836 53,047 2,103 55,151
2,021 △ 235 371 2,157 (2,103) 54

(注)1.事業区分は、製品の種類、製造方法等の類似性により区分しております。
　　2.各事業の主な製品

(1)鉄道車両関連事業･････……ＪＲ向車両、私鉄向車両、輸出向車両
(2)特装自動車関連事業･･･……トレ－ラ－、タンクロ－リ－、バン、環境整備車
(3)立体駐車装置他関連事業･…立体駐車装置他

　　3.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は､当中間連結会
　　　計期間1,059百万円、前中間連結会計期間1,110百万円、前連結会計年度2,103百万円で
　　　あり、その主なものは、親会社本社の管理部門に掛かる費用であります。

売 上 高
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５．セグメント情報

売 上 高

営 業 費 用
営 業 利 益

営 業 費 用
営 業 利 益

売 上 高

営 業 費 用
営 業 利 益



（２）所在地別セグメント情報

　　　当中間連結会計期間（平成14年4月1日～平成14年9月30日）及び前中間連結会計期間
　　（平成13年4月1日～平成13年9月30日）並びに前連結会計年度（平成13年4月1日～平成
　　14年3月31日）

　　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がありませんの
　　　で、該当事項はありません。

（３）海外売上高

　　　当中間連結会計期間（平成14年4月1日～平成14年9月30日）及び前中間連結会計期間
　　（平成13年4月1日～平成13年9月30日）並びに前連結会計年度（平成13年4月1日～平成
　　14年3月31日）

　　　　海外売上高は、いずれも連結売上高の１０％未満でありますので記載を省略して
　　　おります。
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リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

１．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　（単位　百万円）

取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高

相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額

機 械 及 び 装 置 757 305 451 747 220 526 740 259 480

そ の 他 1,689 846 842 1,642 946 696 1,799 915 883

合　　計 2,446 1,151 1,294 2,390 1,167 1,222 2,540 1,175 1,364

２．未経過リ－ス料期末残高相当額

　（単位　百万円）

１ 年 内 418 382 455

１ 年 超 952 877 946

合　　計 1,370 1,259 1,401

３．支払リ－ス料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　（単位　百万円）

支 払 リ － ス 料 246 268 582

減価償却費相当額 224 246 539

支払利息相当額 24 20 41

４．減価償却費相当額の算定方法

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法
 によっております。

（14.4.1～14.9.30） （13.4.1～13.9.30） （13.4.1～14.3.31）

６．リ － ス 取 引

（14.4.1～14.9.30） （13.4.1～13.9.30） （13.4.1～14.3.31）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
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前連結会計年度

（13.4.1～14.3.31）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

当中間連結会計期間

（14.4.1～14.9.30）

前中間連結会計期間

（13.4.1～13.9.30）



１．時価のある有価証券

（平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）
中間連結貸借 中間連結貸借 連結貸借対照表

対照表計上額 対照表計上額 計上額

①株        式 8,079 10,661 2,582 9,846 12,727 2,880 8,762 10,638 1,875

②そ   の   他 5 4 △ 1 5 4 △ 1 5 4 △0

8,084 10,665 2,580 9,852 12,731 2,879 8,767 10,642 1,875

２．時価評価されていない主な有価証券

（平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）

(1)その他有価証券

① 非 上 場 株 式 272 231 272

② 非 上 場 債 券 － 21 21

272 253 293

当中間会計期間（平成14年4月1日～平成14年9月30日）

当社グル－プでは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

前中間会計期間（平成13年4月1日～平成13年9月30日）

当社グル－プでは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

前連結会計年度（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

当社グル－プでは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。
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（単位　百万円）

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

前連結会計年度

計

区　　　　分
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

前連結会計年度

取得原価 差額 取得原価 差額

７．有　価　証　券

８．デリバティブ取引

取得原価 差額

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

計

区　　　　分

（単位　百万円）

(1)その他有価証券




